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１ 計画の概要 

(1) 趣旨 

障害のある方が地域で自立した生活を送るための基盤として、就労支援は重要

であり、一般就労を希望する方には、できる限り一般就労していただけるよう

に、一般就労が困難である方には、就労継続支援Ｂ型事業所等での工賃の水準が

向上するように、それぞれ支援していくことが必要です。 

新潟県では、平成 19 年度から「新潟県障害者授産施設工賃倍増計画」を、平

成 24 年度からは「新潟県工賃向上計画」を４期にわたり策定し、工賃向上に取

り組んでまいりました。 

新型コロナウイルス感染症の影響により、生産活動が停滞した時期を除けば、

平均工賃は増加しておりますが、工賃水準の更なる向上に向け、引き続き、計画

的に取り組んでいくことが必要です。 

また、国においても、令和６年３月に「『工賃向上計画』を推進するための基

本的な指針」（以下「基本指針」という。）を一部改正し、令和６年度以降も工

賃向上に向けた取組を推進することとしています。 

以上のことから、基本指針に基づき、新たに「新潟県工賃向上計画」（以下

「計画」という。）を策定し、引き続き工賃向上に積極的に取り組んでまいりま

す。 

 

(2) 期間 

令和６年度から令和８年度までとします。 

  

(3) 対象 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17 年法

律第 123 号）第５条第１項に規定する障害福祉サービス事業（就労継続支援Ｂ型

を行う事業に限る。）を行う事業所とします。 

 

(4) 計画の策定及び進行管理・推進体制 

計画は、新潟県自立支援協議会就労支援部会の意見聴取を経て策定しました。 

なお、計画の達成状況について新潟県自立支援協議会就労支援部会で評価を行

い、必要に応じて見直しを行うなど、計画の推進を図ってまいります。 

 



 

２ 

 

２ 本県における工賃月額の状況 

(1) 平均工賃月額の推移（平成 30 年度～令和５年度） 

 

年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

事業所数 210 221 233 250 259 273 

    (11) (12) (17) (9) (14) 

工賃支払総額 985,255 1,023,239 1,008,210 1,121,500 1,219,494 1,309,897 

（千円）   (37,984) (▲15,029) (113,290) (97,994) (90,403) 

工賃支払対象者数 64,866 67,839 70,379 73,221 76,784 
  

（人）   (2,973) (2,540) (2,842) (3,563) 

県平均工賃月額 15,189 15,083 14,325 15,317 15,882 20,715 

（円）   (▲106) (▲758) (992) (565) (4,833) 

時間延べ人数 5,162,758 5,320,343 5,448,363 5,649,440 5,735,972 
  

（人）   (157,585) (128,020) (201,077) (86,532) 

平均工賃時間額 191 192 185 199 213 
  

（円）   (1) (▲7) (14) (14) 

全国平均月額 16,118 16,369 15,776 16,507 17,031 
未公表 

（円）   (251) (▲593) (731) (524) 

※ カッコ内は対前年度比 

 ※ 障害特性等により、利用日数が少ない方を多く受け入れる場合があることを踏まえ、令和５年

度実績から平均利用者数を用いた算定式を導入。 

   【令和４年度以前の算定式】工賃支払総額／工賃支払対象者数 

【令和５年度以降の算定式】工賃支払総額／１日の平均利用者数／平均開所月数 

 ※ 従来の算定方法により令和５年度の平均工賃月額を算出した場合、16,040円で、対前年度比

158 円の増。ただし、工賃支払対象者数は、従来の算定方法では除外する者も含めた数であるこ

とから、単純比較はできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

３ 

 

(2) 工賃実績別事業所数（令和３年度～令和５年度） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 月額 10,000 円～19,999 円の範囲に多く分布しています。 

・ 令和５年度において月額 30,000 円以上の事業所が増加しており、平均

工賃月額の算定方法変更が主な要因と想定されます。 

 

 

 

平均工賃月額（円） 
年度別事業所数 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

     0～ 4,999 15 13 5 

 5,000～ 9,999 51 43 34 

10,000～14,999 69 74 55 

15,000～19,999 63 63 62 

20,000～24,999 28 31 45 

25,000～29,999 17 22 30 

30,000～ 7 13 42 

合計事業所数 250 259 273 

（参考）平均工賃月額（円） 15,317 15,882 20,715 

平均額以上事業所数 102 104 107 

平均額以上事業所割合 41％ 40％ 39％ 



 

４ 

 

３ 工賃向上のための主な取組（令和３年度～令和５年度） 

(1) アウトソーシングの推進 

  事業所の仕事量を確保するため、県業務の事業所へのアウトソーシングを各

所属へ呼びかけるとともに、企業からのアウトソーシングが促進されるよう、

県ホームページ、広報番組、SNS など各種媒体を活用し、事業所が提供する製

品・サービスをＰＲしました。 

 

(2) ネットワーク定着・拡充事業、授産活動コーディネート事業 

各事業所及びネットワークにおける授産製品・サービスの質の向上と量の確

保を促進するため、授産活動コーディネーターの配置や、ネットワークの定

着・拡充を支援しました。 

 

(3) 進出準備・研究経費等支援事業（平成 27年度～） 

新規分野に進出しようとする事業所に対し、準備・研究や初期設備整備を支

援する事業を実施しました。 

 

  ○進出準備・研究経費等支援事業活用事業所の工賃実績 

年度 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 

事業活用事業所数 14 10 15 8 7 7 6 6 7 

         

事業活用事業所の 

R5 平均工賃月額 
22,945円        

※補助金交付例：枝豆の加工・販売のための冷凍庫購入、ジャム販売のためのラベルデザイン

委託費、スパイス製造のための粉砕機購入 

 

(4) 農福連携事業 

 ア 農福連携コーディネーター配置事業（令和２年度～） 

働き手の確保が求められている農業分野と福祉的就労の機会の創出・拡大

が求められている福祉分野を結びつけ、双方の発展を図るため、農作業の受

注開拓や調整等を行う農福連携コーディネーターを配置する事業を実施しま

した。 

 

  ○農福連携コーディネーター配置事業活用事業所の工賃実績 

年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

事業活用事業所数 20 18 17 24 

  

事業活用事業所の 

R5 平均工賃月額 
21,140円 



 

５ 

 

イ 農福連携マルシェ開催事業（平成 29年度～） 

    農福連携の県民への普及啓発や販路拡大を図るため、「農業」と「福祉」

の連携で生まれた地域の農産品や加工品を広く紹介する「マルシェ」を開催

しました。 

 

○農福連携マルシェの開催状況 

年
度 

開催日 会場 
出店 

事業所数 
来場者数 

令
和
３
年
度 

R3.11.7 高田城址公園オーレンプラザ（上越市） 10事業所 800人 

R3.11.14 ふるまちモール７（新潟市） ８事業所 3,000人 

R3.11.21 カクイチ A-SITE長岡店（長岡市） 13事業所 800人 

令
和
４
年
度 

R4.10.22 高田城址公園オーレンプラザ（上越市） ８事業所 300人 

R4.11.6 道の駅ながおか花火館（長岡市） 12事業所 500人 

R4.11.26 新潟市産業振興センター（新潟市） 20事業所 3,510人 

令
和
５
年
度 

R5.10.29 道の駅ながおか花火館（長岡市） 10事業所 2,000人 

R5.11.12 高田城址公園オーレンプラザ（上越市） ８事業所 806人 

R5.11.25 新潟市産業振興センター（新潟市） 25事業所 3,000人 

 

  ウ 農福連携セミナー開催事業（平成 30年度～） 

農業関係者及び福祉関係者のお互いの理解を深めていくため、農福連携の

成功事例を紹介するセミナーを開催しました。 

 

  ○農福連携セミナーの開催状況 

年度 開催日 会場 

令和４年度 

R4.11.26 新潟市産業振興センター（新潟市） 

R5.2.17 社会福祉法人とよさか福祉会 クローバー（新潟市） 

R5.3.17 アオーレ長岡（長岡市） 

令和５年度 R5.11.25 新潟市産業振興センター（新潟市） 

 

 

 

 



 

６ 

 

(5) 障害者優先調達推進法に基づく物品等の調達 

障害者就労施設等からの物品等の調達の推進を図るための方針を定め、前年

実績を上回ることを目標に取り組みました。 

 

  ○障害者就労施設等からの物品等の調達実績 

年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

物品 472件 10,976千円 493件 9,690千円 431件 10,875千円 

役務 215件 62,075千円 367件 106,490千円 143件 20,817千円 

 

  



 

７ 

 

４ 目標工賃 

 (1) 目標工賃月額 

年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

目標工賃月額（円） 21,340 21,980 22,640 

対前年度伸び率 3.0% 3.0% 3.0% 

  ※ R6 伸び率は、令和５年度実績に基づく 

 

 (2) 目標工賃の考え方 

基本指針において、各年度の目標工賃は、県における生活水準や最低賃金、

賃上げ、物価高騰、障害者の経済状況、地域の産業状況、事業所の目標工賃な

どを踏まえ、適正な水準を設定することとされています。 

   県計画における目標工賃については、下記ア～エを踏まえ、各事業所が工賃

向上計画において定めた目標工賃に、物価上昇を加味した金額としました。 

 

ア 本県における平均工賃伸び率 

平成 26 年度以降、平均で対前年度比約２％、平均工賃月額が増加してお

り、今後も同水準で推移することが見込まれます。 

 

 

 

 

 

 

 イ 事業所工賃向上計画（R6～R8）における平均工賃伸び率 

    県に工賃向上計画を届け出た事業所が定めた目標工賃月額の平均値におけ

る、対前年度伸び率は下表のとおりであり、事業所が目標を達成した場合、

２％以上の伸び率で工賃が増加することが見込まれます。 

年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業所の目標工賃 

月額の平均（円） 
20,876 21,374 21,867 

対前年度伸び率 0.8% 2.4% 2.3% 

※ 県に工賃向上計画を届け出た 275 事業所の平均値 

※ R6 伸び率は、令和５年度実績に基づく 

 

 

年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

平均工賃月額（円） 13,416 14,128 14,378 14,510 14,472 15,189 15,083 14,325 15,317 15,882

対前年度伸び率 ー 5.3% 1.8% 0.9% -0.3% 5.0% -0.7% -5.0% 6.9% 3.7%

H26～R4伸び率平均 2.0%



 

８ 

 

ウ 全国における平均工賃月額 

平成 26年度以降、平均で対前年度比約 1.9％、平均工賃月額が増加してい

ます。 

 

 

 

 

 

【表】目標工賃と工賃実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ 消費者物価指数の見込み 

令和６年４月に日本銀行が発表した「経済・物価情勢の展望（2024 年４

月）」では、今後の消費者物価（生鮮食品を除く）の伸び率を「2024 年度に

２％台後半となったあと、2025 年度および 2026 年度は、概ね２％程度で推

移すると予想される」としていることから、生活水準の維持のために、消費

者物価の伸び以上に平均工賃月額を増加させることが有効と考えます。 

 

 

  

年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

全国
平均工賃月額（円）

14,437 14,838 15,033 15,295 15,603 16,118 16,369 15,776 16,507 17,031

対前年度伸び率 - 2.8% 1.3% 1.7% 2.0% 3.3% 1.6% -3.6% 4.6% 3.2%

H26～R4伸び率平均 1.9%
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県平均工賃月額（H26～R4）

県平均工賃月額（R5～）

全国平均工賃月額

県の目標工賃月額（R3～R5）

県の目標工賃月額（R6～R8）

事業所の目標工賃月額平均（R3～R5）

事業所の目標工賃月額平均（R6～R8）



 

９ 

 

  〔参考〕生活保護費（最低生活費）と照らし合わせた際の必要工賃額 

グループホームを利用し、障害基礎年金２級を受給するケースを想定して

試算される必要工賃月額は、約 36,020円です。 

※ 生活保護制度（単身世帯、年齢 20～40 歳、障害等級表２級、３級地－２）における最低

生活費を参照 

  

金額（円） 備考

グループホーム家賃 24,216
グループホーム平均家賃（３級地－２）
（障害福祉課調べ）

日常生活に必要な費用 66,740
生活扶助基準額参照　※

（食費・被服費・光熱水費等）

その他経費 23,060
障害者加算額参照　※
（タクシー利用等、障害による特別需要）

　計（A） 114,016

障害基礎年金２級 68,000 R6年額816,000円/12月

特定障害者特別給付費 10,000 グループホーム家賃補足給付

　計（B） 78,000

36,016 必要工賃額

収入

支出

項目

　不足額（C）＝（A－B）
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５ 現状と今後の課題 

(1) 現状 

・ 工賃支払総額は年々増加していますが、利用者も増加しており、平均工賃

月額の伸び率は緩やかといえます。 

・ 平均工賃月額の算定方法変更に伴い、平均工賃月額が 30,000 円以上の事業

所が増加した一方、平均工賃月額が 10,000 円～19,999 円の事業所も依然とし

て多い状況です。 

・ 高工賃を求める利用者と、安心して働き、過ごせる環境を望む利用者が混

在しており、また、利用者の高齢化や重度化も進んでいることから、事業所

として平均工賃月額を上げることが難しい状況がみられます。 

・ 自主製品の製造・販売を行う事業所においては、物価高の影響により、経

費が増加しているものの、値上げによる顧客離れを懸念し、価格転嫁に苦慮

している状況が見受けられます。 

・ 企業からの受託作業を行う事業所においては、単価のよい作業に注力し、

工賃を確保する事業所がある一方で、作業がなくなる懸念から、長年にわた

り同条件での契約を継続するために、工賃水準を上げることが難しい事業所

もみられます。 

・ 県が事業所を対象に実施したアンケート調査では、「工賃向上につながる

と考える取組のうち、強化したいこと・取組めていないこと」として、「職

員の意識改革・スキルアップ」、「企業とのつながり構築」、「地域とのつ

ながり構築」を挙げた事業所が多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     ※ R6.9新潟県障害福祉課「工賃向上に係るアンケート調査」から 

 

 

197

167

219

66

35

84

26

169

133

167

50

53

66

18

職員の意識改革・スキルアップ

地域とのつながり構築

企業とのつながり構築

共同受注窓口の活用

経営に関する専門家の活用

環境整備（5S、4S、3S）

その他

工賃向上につながると考える取組

そのうち、強化したいこと・取組めていないこと
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(2) 今後の課題 

  上記の状況を踏まえ、県としては、次のような課題認識のもと、施策を推進

していくことが必要です。 

 ・ 利用者の増加に対応できる作業の確保 

・ 年齢や障害の程度、生活環境等が異なる利用者一人ひとりが働くことの喜

びややりがいを得ながら地域で自分らしくいきいきとした生活を送ることが

できるような、事業所に応じた工賃向上への取組の推進 

・ 職員の意識改革・スキルアップ 

・ 企業や地域とのつながりの強化 

 

６ 具体的方策 

 (1) 事業所に対する支援 

    ア アウトソーシングの推進 

県業務の事業所へのアウトソーシングをさらに推進するとともに、事業所

からの物品等の調達を促進することにより、県庁調達を拡大し、事業所の仕

事量の確保を支援します。 

 

    イ ネットワーク定着･拡充事業、授産活動コーディネート事業 

各事業所及びネットワークにおける授産製品・サービスの質の向上と量の

確保を促進するため、授産活動コーディネーターの配置や、ネットワークの

定着・拡充を支援します。 

 

  ウ 新規分野進出支援事業 

授産製品・サービスの質の向上を支援するため、新規分野に展開しようと

する事業所の進出準備・研究経費を助成します。 

 

   エ 農福連携事業 

農業分野での仕事量の増加を図るため、農福連携コーディネーターを配置

するとともに、農福連携の県民への普及啓発や販路拡大を図るため、農福連

携マルシェを開催します。 

 

    オ 障害者優先調達推進法に基づく物品等の調達 

障害者就労施設等からの物品等の調達の推進を図るための方針を定め、前

年実績を上回ることを目標に取り組みます。 
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  カ 好事例の共有・展開 

自立支援協議会就労支援部会等において、授産製品の魅力向上や、企業へ

の営業活動等により工賃増を実現した事業所の取組事例を共有し、県全体の

スキルアップを図ります。 

 

(2) 普及啓発 

ア 県民への働きかけ 

県民の購買促進等に向けて、県ホームページ等を通じて授産製品等をＰＲ

します。 

 

イ 企業への働きかけ 

企業の発注促進に向けて、授産活動コーディネーターによる営業活動を実

施します。また、関係機関と連携した取組や、県ホームページ、広報番組、

SNSなど各種媒体を活用し、事業所が提供する製品・サービスをＰＲします。 

 

ウ 市町村への働きかけ 

会議等において、全市町村の取組事例の共有を図るとともに、発注促進や

積極的な支援について働きかけます。 

また、同一市町村内の各事業所が連携して業務を受注することができるよ

う、事業所間で構成される共同受注窓口の設置等に係る支援について働きか

けます。 
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７ 資料 

令和６年度新潟県自立支援協議会就労支援部会出席者 

（※圏域・市町村順） 

所属 (参考)【圏域】市町村
 

【障害福祉サービス事業所（就労継続支援Ｂ型事業所）】 

社会福祉法人青空会 

すずかけ 
【下越】村上市 

特定非営利活動法人あおぞら 【新潟】新潟市 

社会福祉法人三条市手をつなぐ育成会 

障がい福祉サービス事業さくら 
【県央】三条市 

特定非営利活動法人虹の家 

デイワークス中之島 
【中越】長岡市 

社会福祉法人十日町福祉会 

ワークセンターなごみ 
【魚沼】十日町市 

 社会福祉法人上越福祉会 

 かなやの里ワークス 
【上越】上越市 

 社会福祉法人佐渡福祉会 

 あんずの家 
【佐渡】佐渡市 

【市町村】  

新潟市 福祉部障がい福祉課 【新潟】新潟市 

三条市 福祉保健部福祉課 【県央】三条市 

魚沼市 市民福祉部福祉支援課 【魚沼】魚沼市 

 

 

○事務局 

新潟県福祉保健部障害福祉課（担当：地域生活支援係） 

〒950-8570 新潟県新潟市新光町４番地１ 

TEL：025-280-5212  FAX：025-283-2062 

E-mail:ngt040260@pref.niigata.lg.jp 

 

 
 


